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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

 ○これまでの県の取組み 

富山県では、平成 21年６月に制定した「子育て支援・少子化対策条例」や、平成 22 年に策定

した「みんなで育てる とやまっ子 みらいプラン」に基づき、子育て支援・少子化対策のため

の様々な取組みを進めてきた。 

 

 ○国の動き 

 ・子ども・子育て関連３法の成立 

  平成 24 年８月に子ども・子育て関連３法が成立し、この法律に基づき、幼児期の学校教育・

保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進する子ども・子育て支援新制度が平成 27 年度

から本格施行予定とされている。 

この新制度では、都道府県が、子ども・子育て会議を設置し、地域のニーズを踏まえた事業計

画を策定することとされている。 

 ・次世代育成支援対策推進法の延長 

  平成 17 年４月から 10 年間の時限立法の「次世代育成支援対策推進法」が、平成 26 年４月に

10 年間延長されることが国会で議決。 

  

 ○新計画の策定 

 子育て支援・少子化対策条例では、子育て支援・少子化対策を総合的に推進するための基本計

画を策定することとしており、策定から５年を経過する「みんなで育てる とやまっ子みらいプ

ラン」の後期計画として作成。 

 

 

２ 計画の性格・役割 

子育て支援・少子化対策条例に基づく計画 

次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画   

【新】子ども・子育て支援法に基づく事業計画 

【新】子ども・若者育成支援推進法に基づく計画    の性格も併せ持つ法定計画。 

 

すべての県民が、一体となって子育て支援・少子化対策に取り組むための目標を示し、その実

現に向けたそれぞれの役割を示すもの。 

 

 

３ 計画の期間 

  平成 27 年度を初年度、平成 31 年度を目標年度とした 5か年の計画。 
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＜子育て支援・少子化対策の動向＞ 

 

県の施策 国の施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１８年２月 未来とやま子育てプラン 

           全体１０年計画 

次世代育成富山県行動計画 

     （前期：平成１７年度～平成２１年度） 

 

 

 

 

 

 

平成２１年６月子育て支援・少子化対策条例公布 

 

 

 

  

平成２２年３月  

 

 

次世代育成富山県行動計画 

     （後期：平成２２年度～平成２６年度） 

 

 

 

平成２６年１月 基本計画の諮問 

子育て支援・少子化対策県民会議 

 

 

平成２７年３月 基本計画の答申 

子育て支援・少子化対策県民会議 

 

 

    富山県子ども・子育て支援事業支援計画 

    次世代育成富山県行動計画 

    （平成２７年度～平成３１年度） 

 

 

 

平成１５年７月 次世代育成支援対策推進法 

  少子化社会対策基本法 

     

 

平成１６年６月  少子化社会対策大綱 

 

平成１６年１２月   子ども・子育て応援プラン 

    （平成 17 年度～平成 21 年度） 

平成１７年４月   

 

 

 

 

 

平成１８年６月  

 

 

平成１９年１２月  

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年１月  

 

 

 

 

 

平成２４年８月 

 

 

 

 

平成２６年４月 

 

平成２７年３月 

 

平成２７年４月    

 

少子化社会対策大綱「子ど

も・子育てビジョン」 

地方公共団体、企業

等における行動計

画の策定・実施 

「子どもと家族を応援する日

本」重点戦略 

【車の両輪】 

・仕事と生活の調和の推進 

・包括的な次世代育成支援

の枠組みの構築 

新しい少子化対策について 

子ども・子育て関連３法成立 

新プラン（基本計画の策定） 

みんなで育てる とやまっ子 みらいプラン 

□子ども・子育て関連３法本格

施行（予定） 

改正次世代育成支援対策推進法
成立（10 年間延長） 

  
新・少子化対策大綱の策定 
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第２章 子育て支援・少子化対策をめぐる現状と課題 

１ 少子化の進行とその背景 

（１）少子化の状況 

 ①出生の動向 

出生数は、昭和 47 年をピークに減少傾向にあり、平成 13 年に 1 万人を割り込み、平成 23 年

には 8 千人を割り込んでいます。平成 24 年は過去最低だった前年を上回り、平成 16 年以来８

年ぶりの増加となったものの、8 千人台には達せず、依然として少子化の傾向が続いています。 

合計特殊出生率（一人の女性が一生の間に生む子どもの数）は、平成 24 年度で 1.42 と、全国

平均 1.41 を上回っているものの、減少傾向が続いています。 

 

全国

H24

1.41

全国

S47年

2.14

富山

S47年

2.12

富山

H24

1.42

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

資料:人口動態統計（厚生労働省）

◎合計特殊出生率の推移

全国

S48年

209万人

全国

H24

103万7,101人

富山
S47年

18,975人

富山

H24

7,880人

0
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25

S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

※単位：全 国…10万人
富山県…千人

資料:人口動態統計（厚生労働省）

◎出生数の推移（全国・富山県）

 

 

②夫婦の出生力の推移 

  全国の完結出生児数（結婚持続期間 15～19 年の夫婦の平均出生子どもの数）は、平成 14 年

より減少を続けており、平成 22 年では 1.96 人となっています。 

◎夫婦の完結出生児数の推移（全国）

2.19

2.23
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2.21 2.21
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2.30
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人
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資料 出生動向基本調査（厚生労働省）  
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③子どもの人口割合の推移 

子どもの数（15 歳未満）は、平成 24 年は約 138 千人と減少傾向が続いています。 

また、富山県の人口に占める 15 歳未満の子どもの割合（年少人口割合）は、平成 17 年 13.5％、

平成 22 年 13.1％、平成 24 年 12.7％と年々低下しています。 

 

◎子どもの数の推移（富山県）

資料：国勢調査、人口推計（総務省）

361,557 

H22：141,936 

H23：140,079 

H24：137,721 
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◎年少人口割合及び老年人口割合の推移（全国、富山県）

全国年少人口

富山県年少人口

全国老年人口

富山県老年人口
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％

年少人口割合・・・15歳未満人口÷総人口
老年人口割合・・・65歳以上人口÷総人口

資料：国勢調査、人口推計（総務省）

H24
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（２）少子化の要因 

①未婚化の進行 

近年、男女ともに未婚化が進んでおり、特に 30～34 歳の女性の未婚率は、平成 2 年には 7.9％

であったものが、平成 22 年には 31.1％と、大幅に上昇しています。 

 

◎女性未婚率の推移

0
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40
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70

S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

40.2

13.9

31.6

7.9

H2

20.6

4.2
7.9

10.8

57.4 富山 女（25～29歳）

60.3 全国 女（25～29歳）

31.1 富山 女（30～34歳）

34.5 全国 女（30～34歳）

％

資料：国勢調査（総務省）

 

◎男性未婚率の推移

0
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50
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S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

27.7

60.9

64.4

32.6

H2

41.0

26.2

9.1

3.9

47.2 全国 男（30～34歳）

46.8 富山 男（30～34歳）

71.1 富山 男（25～29歳）

71.8 全国 男（25～29歳）
％

資料：国勢調査（総務省）  

②晩婚化の進行 

  平均初婚年齢についても、平成 24 年には男性 30.8 歳、女性 29.0 歳と、男女ともに年々上昇

しています。 

◎平均初婚年齢の推移

20.0

22.0

24.0

26.0

28.0

30.0

32.0

S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H24

30.8 全国 男

30.8 富山 男

29.2 全国 女

29.0 富山 女

22.1

26.6

25.6

23.8

資料：人口動態統計（厚生省）
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③非婚化の進行 

  生涯未婚率（50 歳時点で一度も結婚をしたことのない人の割合）は、特に男性で平成 2 年か

ら大幅に上昇しており、平成 22 年では 17.5％と、約６人に一人は結婚経験がありません。 

◎生涯未婚率の推移

全国 男：20.1%

全国 女：10.6%

富山 男：17.5%

富山 女：6.7%

0

5

10

15
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25

T9 S5 S15 S25 S35 S45 S55 H2 H12 H17 H22

資料 国勢調査（総務省）  

 

 

④初産年齢の上昇 

  第一子出生時の母親の平均年齢は全国と同様に上昇傾向にあり、平成 5 年に 26.6 歳だったの

に対し、平成 24 年には 30.2 歳となっています。初婚年齢が高くなることに伴って、晩産化の

傾向が現れています。 

 

◎平均初産年齢の推移

資料 人口動態統計（厚生労働省）
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（３）少子化の要因の背景 

①結婚に対する意識の変化 

平成 23 年に行った県の意識調査によると、20 代、30 代の未婚者の約９割がいずれは結婚し

たいと考えています。 

　　いずれは結婚したい　全体：90.2％

◎結婚に対する意識

19.1 

27.2 

13.5 

23.1 

15.2 

28.6 

48.0 

46.7 

48.9 

9.3 

10.9 

8.3 

0.4 

0.8 

全体

男性

女性

すぐにでも結婚したい ２～３年以内に結婚したい いずれは結婚したい

結婚するつもりはない 無回答

資料 「結婚等に関する県民意識調査」(H23 富山県)

N=225

N=92

N=133

 

 

②結婚しない理由、結婚できない理由 

現在結婚していない理由としては、「適当な相手にめぐり合わない」が男女とも最も高くなっ

ています。男女間で差異が大きいのは、「自由や気楽さを失いたくない」が男性 15.9％に対し女

性 27.0％である一方、「異性と上手く付き合えない」が男性 17.1％に対し女性 7.4％となってい

ます。 

◎現在、結婚していない理由

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

適当な相手にめぐり合わない

結婚資金が足りない・家庭を持つ経済力がない

自由や気楽さを失いたくない

まだ若いから

趣味や娯楽を楽しみたい

結婚生活をおくる自信がない

仕事（学業）に打ち込みたい

必要性・興味を感じない

異性と上手く付き合えない

仕事が忙しすぎるから

住宅のめどが立たない

相手がいるが親や周囲が同意しない

その他

全体

男性

女性

N=82

N=122

N=204

資料 「結婚等に関する県民意識調査」（H23 富山県）

%
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③未婚・晩婚化の理由 

未婚化・晩婚化の理由として、「独身生活のほうが自由だから」という意見が全体として多く

なっています。男女に大きな差があるものは、「仕事をもつ女性が増えて、女性の経済力が向上

したから」や、「女性の仕事、育児に対する負担感、拘束感が大きいから」について、女性の回

答が高くなっています。 

 

◎未婚・晩婚化の理由

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

独身生活のほうが自由だから

結婚しないことに対する世間のこだわりが少なくなったから

仕事のためには、独身のほうが都合がよいから

仕事をもつ女性が増えて、女性の経済力が向上したから

女性の仕事、育児に対する負担感、拘束感が大きいから

見合いや出会いの機会などを世話する人が減少したから

適当な相手にめぐり合う機会が少ないから

若者の親離れ・親の子離れができていないから

高学歴社会になったから

若者の経済的自立が難しくなったから

恋愛や交際に消極的な男性（いわゆる草食男子）が増えたから

その他

全体

男性

女性

N=515

N=143
N=182

%

資料 「結婚等に関する県民意識調査」（H23 富山県）
 

 

 

④出産に対する意識 

  子どもを持つ保護者の理想の子どもの数は、約半数が「３人」と回答している一方、実際に欲

しい子供の数は「２人」が約半数とギャップがあります。 

◎子どもの数

資料　「子育てサービスに関する調査」（H25 富山県）

0.0 

0.1 

0.4 

27.9 

3.8 

6.6 

51.8 

34.4 

49.8 

16.4 

49.8 

33.2 

2.6 

8.5 

5.6 

1.3 

3.4 

4.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在の子どもの数

理想の子どもの数

実際に欲しい子どもの数

０人 １人 ２人 ３人 ４人以上 無回答
N=797
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⑤子どもを増やすにあたっての課題 

  子どもを増やすにあたっての課題として、「子育てや教育にお金がかかりすぎる」が最も多く、

次いで「働きながら子育てができる職場環境がない」となっています。 

 

◎子どもを増やすにあたっての課題

74.8 

40.9 

22.5 

18.3 

15.7 

11.7 

11.7 

11.4 

11.3 

11.2 

3.6 

1.1 

7.4 

1.4 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0  80.0

子育てや教育にお金がかかりすぎる

働きながら子育てができる職場環境がない

自分または配偶者が高年齢

これ以上、自分または配偶者が育児の

心理的、肉体的負担に耐えられない

雇用が安定しない

保育サービスが整っていない

配偶者の家事・育児への協力が得られない

家が狭い

妊娠・出産のときの身体的・精神的な苦痛

子どもがのびのび育つ社会環境でない

健康上の理由

自分の昇進・昇格に差し支える

その他

特にない

資料 「子育てサービスに関する調査」（H25 富山県）

N=797

%

 

 

２ 子どもと子育て家庭などを取り巻く環境 

（１）子育て家庭の状況 

①家庭形態の変化 

  本県の三世代同居世帯は、16.1％と全国に比べ高い割合（全国順位 5 位）となっていますが、

一世帯あたりの人員は減少しており、核家族世帯の割合が年々増加し、全国平均に近づいてい

ます。 

資料:国勢調査（総務省）

◎三世代同居世帯比率及び核家族世帯比率の推移（全国、富山県）
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②親からの支援 

  子育てへの親からの支援は、全国よりも高い割合となっています。また、支援の内容は、「子

どもの相手・預かり」「食事の支援」「子どもの送り迎え」など、直接子どもの世話をする支援を

受ける割合が高くなっています。 

◎親からの支援

資料　「子育てサービスに関する調査」（H25 富山県）

31.1 

17.3 

38.9 

40.3 

12.8 

20.4 

11.9 

12.9 

4.3 

9.1 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

富山県(H25)

N=797

全 国(H23)

N=12177

とてもよく支援をしてもらっている よく支援してもらっている

どちらともいえない あまり支援をしてもらっていない

まったく支援をしてもらっていない 無回答

 

 

◎親から受けている支援の内容

資料　「子育てサービスに関する調査」（H25 富山県）

71.0 

32.7 

30.7 

28.9 

28.7 

17.4 

7.3 

1.9 

30.4 

35.2 

16.9 

27.0 

10.6 

8.9 

29.0 

0.0 

39.2 

43.6 

20.8 

29.9 

12.0 

11.8 

19.9 

0.0 

0 20 40 60 80

子どもの相手・預かり

物資（農産物など）の仕送り

食事の支援

金銭的な支援

子どもの送り迎え

家事の支援

ほとんどない

無回答

富山県(H25) N=797

全 国(H23)：夫側の親 N=10644

全 国(H23)：妻側の親 N=10843

(%)

富山県、全国 【複数回答】
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（２）仕事と子育ての状況 

①高い女性の就業率 

本県の女性の就業率は、平成 22 年で 49.9％（全国順位７位）と高い状況にあり、三世代同居

率が高く、家族支援が得られやすい環境などから、出産育児期に働く女性の割合も全国より高く

なっています。 

◎年齢階級別男女別労働力率（H22）

15.5

70.6

95.6 97.5 97.7 97.5 97.3 96.7
94.4

80.1

33.5

13.8

78.0

96.6 97.9 98.0 97.7 97.7 97.3 95.5

81.9

32.4

15.4

70.4

78.7

69.4 68.0
72.5

75.8
73.2

63.9

47.5

14.9

11.8

77.6
83.1

77.9
80.3

83.4 84.7
81.6

71.8

52.2

14.3

0

20

40

60

80

100

15-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-

全国（男） 富山（男） 全国（女） 富山（女）

%

全国（女）

富山（女）

歳

資料 国勢調査（H22 総務省）
 

 

②女性の労働力率と合計特殊出生率の関係 

  都道府県別の女性の労働力率と合計特殊出生率の関係をみると、労働力率が高い都道 

府県の方が、合計特殊出生率も高い傾向があります。本県は、労働力率が高いものの、合計特殊

出生率は全国並となっています。 

 

◎女性の労働力率と合計特殊出生率の関係（H22）

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

1.60

1.70

1.80

1.90

2.00

42.0 44.0 46.0 48.0 50.0 52.0 54.0

富山県全国

沖縄県

東京都

福井県

石川県

女性の労働力率

合
計
特
殊
出
生
率

資料 「国勢調査」（総務省）、「人口動態統計」（厚労省）

奈良県
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③一般事業主行動計画の策定 

本県では、子育て支援・少子化対策条例により H23 年から従業員 51 人以上の企業に一般事業

主行動計画の策定を義務付けており、従業員 51～100 人企業の策定状況は、25 年度末で約 98%

となり、全国的にもトップレベルとなっています。 

 

171 
222 

430 
507 

590 580 605 
542 

33 

58 

75 

123 

416 469 
474 

455 

28 

53 

99 

128 

309 

400 
397 

411 

102 

105 

108 

105 

106 

110 
111 

110 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

1100

1200

1300

1400

1500

H19.3 H20.3 H21.3 H22.3 H23.3 H24.3 H25.3 H26.3

◎一般事業主行動計画届出状況

301人以上

863

712

438

334

社

50人以下

51～100人

101～300人

98.1％
（455社/464社）

1,421 

98.8％
（411社/416社）

99.1％

（110社/111社）

1,559 1,587 1,518 

資料 富山労働局
 

 

④育児休業の取得率 

  女性の育児休業取得率は、約９割で推移していますが、男性の育児休業取得率は依然として低

い状況にあります。 

◎育児休業取得率（富山県）

0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.2 0.4 0.4 1.0 1.1 1.0 0.4 1.0 

75.6 

83.7 84.9 

77.1 

90.4 
87.8 

90.9 
93.4 

90.6 91.6 
94.9 96.0 96.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

%

資料 「賃金等労働条件実態調査」（富山県）

女性

男性
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⑤仕事と子育ての両立 

  母親の就業状況は、第１子出産を機に、常勤が 63.5％から 35.6％へ減少し、パート・アルバ

イトも 20.7％から 7.8％へ減少しています。また、常勤を辞めた理由は、「家事・育児に専念する

ため自発的に辞めた」「仕事と育児の両立の難しさで辞めた」が多くなっています。 

◎出産１年後の就業状況

◎出産１年前の就業状況

63.5%
20.7%

11.5%

1%
2.5% 0.3% 0.5%

35.6%

7.8%

52.9%

2.6% 0.3% 0.8%

勤め（パート

・アルバイト）

勤め（常勤）

勤め（常勤）

N=797

主婦

勤め（パート

・アルバイト）

主婦

学生

自営業・家業

自営業・家業 その他

その他 無回答

無回答

N=797

 

◎勤め（常勤）を辞めた理由

資料　「子育てサービスに関する調査」（H25　富山県）

39.2 7.5 8.8 26.9 5.3 

1.3 

9.3 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家事・育児に専念するため自発的にやめた

結婚、出産、育児を機に辞めたが、理由は結婚、出産等に直接関係ない

夫の勤務地や夫の転勤の問題で仕事を続けるのが難しかった

仕事を続けたかったが、仕事と育児の両立の難しさでやめた

解雇された、退職勧奨された

子を持つ前と仕事の内容や責任等が変わってしまい、やりがいを感じられなく

なった（なりそうだった）

その他

無回答

N=227

 

 

 

⑥男性の意識 

  県が実施した意識調査では、今後実施して欲しい両立支援制度として、「男性の育児休業の取

得促進」「産前・産後の男性の休暇の取得促進」について、男性が女性の回答を上回っています。 

 

◎実施して欲しい両立支援制度
 -  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0

経済的援助（保育サービスの利

用料の補助、出産手当の支給等）

時間外労働の削減、有給休暇の取得

促進などによる長時間労働の見直し

子の看護休暇制度の整備・拡充

従業員向け託児施設の設置

育児休業復帰後に現職又は

現職相当職へ復帰すること

フレックスタイム制度の実施

短時間勤務制度（１日の労働

時間の短縮）の整備・拡充

育児休業制度の整備・拡充

（取得できる期間・回数等）

男性の育児休業の取得促進

産前・産後等における

男性の休暇の取得促進

担当業務・転勤への配慮

子育て支援に関する

管理職を含めた職場研修

その他

無回答

男性 女性

%

資料 「仕事と子育ての両立支援に関する意識調査」（H25富山県）

男性N=191

女性N=307
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（３）子どもの状況 

①不登校 

  本県の不登校の児童生徒数は、中学校に入ると急増しています。平成 24 年は平成 23 年と比べ

全体としては減少しています。 

また、不登校状態が継続している生徒数は、中学校時に急増しています。 

 

◎不登校児童生徒数の学年別内訳

資料：富山県教育委員会

0
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小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３ 高１ 高２ 高３

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 継続人数

 

②いじめ 

  いじめは学年を問わず発生しており、平成 24 年は平成 23 年より増加しています。 

また、いじめの認知件数は平成 23、24 年とも中学１年生が多い状況となっています。 

　◎いじめ認知件数の学年別内訳

資料：富山県教育委員会
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③児童虐待 

  本県の児童虐待の相談対応件数は、平成 20～21 年と減少していましたが、近年は横ばいない

し増加傾向にあります。 

 

◎児童虐待相談対応件数（全国、富山県）
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資料 富山県児童青年家庭課

全 国
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第３章 計画の目標と基本方針 

１ めざす社会の姿 

 子どもの笑顔や笑い声に包まれると、子どもの保護者はもとより、周囲の大人までもが、自然

と笑みが浮かび、物事に対する意欲や希望が湧いてきます。 

子どもたちは地域の宝、未来への希望です。子どもは、無限の可能性を秘め、まわりの人々との

関わりの中でたくましく成長し、明日のとやまの発展を支えるかけがえのない存在であり、とやま

の未来を担う貴重な人材です。 

子どもたちが周囲からの祝福を受けて誕生し、家族の愛情に包まれながら、地域の様々な人々に

見守られ、たくましく健やかに育つ地域社会こそが、県民が夢や希望を持って生き生きと暮らせる

活気ある地域社会であり、私たち県民の願いです。 

こうしたことから、めざすべき社会の姿をつぎのとおりとします。 

 

 

 

２ 基本理念 

 子どもが健やかに成長する上では、まずは、保護者が子育ての第一義的責任を持っており、家庭

において、深い愛情をもって、子どもを育てなければなりません。しかしながら、核家族化の進行

や地域コミュニティの希薄化など、家庭や子どもを取り巻く環境が大きく変化している現状におい

ては、保護者や家庭の中だけで、子育てを十分に担うことが難しくなっています。めざす社会の実

現にあたっては、行政はもとより、地域住民、事業者などすべての県民が、それぞれの役割を担い、

一体となって社会全体で子育てを支援する取組みを進めることが求められています。 

このため、県はもとより県民一人ひとりが、子育て支援・少子化対策を進めるうえで共有すべき

基本となる考え方として、子育て支援・少子化対策条例に基づき、次の４つを基本理念として掲げ

ます。 

 

（１）すべての子ども及び子どもを生み、育てる者が支援を受けることができるようにすること 

（２）保護者が子育ての第一義的責任を有するという認識の下に、家庭、学校、職場、地域社会等

において、県民、事業者、市町村、県等が相互に連携、協力して取り組むこと 

（３）結婚、出産及び子育てに関する個人の価値観が十分に尊重されるよう配慮すること 

（４）子どもの権利・利益が最大限に尊重され、子どもの成長に応じてその意見が適切に反映され

ること 

 

３ 基本目標 

 基本理念の下に、「子どもの笑顔と元気な声があふれる活気のある地域社会」の実現を目指すた

めには、県民一人ひとりが、明確な目標を持ち、それに向けて具体的な行動を起こすことが大切で

す。 

そのため、めざす社会の姿をよりわかりやすい目標としてブレークダウンすると、具体的には、

結婚、出産や子育ての「希望」がかなえられ、メリハリのある働き方ができ、子どもが健やかに育

つ環境をつくることであることから、計画の基本目標を次のとおりとします。 

 

  

子どもの笑顔と元気な声があふれる 活気ある地域社会 
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４ 基本方針 

 基本目標を達成するためには、家庭や地域に対して取り組む施策だけでなく、仕事と家庭生活

の関係に関する施策、子どもたちが育つ環境の改善に向けて取り組む施策が必要です。また、これ

らの施策に共通する取組みとして、経済的な負担軽減の施策も必要です。 

さらに、これらの子育て支援・少子化対策を推進するうえでの基盤となる、子どもの育成や子育

てを応援する社会全体の意識づくりや気運の醸成を図る施策も必要です。 

このため、子育て支援・少子化対策条例に掲げる基本施策の 「家庭・地域における子育て支援」、

「仕事と子育ての両立支援」、 「子どもの健やかな成長の支援」、 「経済的負担の軽減」と、そ

の前提となる県民総ぐるみで取り組む「子育て支援の気運の醸成」の５つを基本方針として掲げま

す。 

 

基本方針Ⅰ  家庭・地域における子育て支援 

基本方針Ⅱ  仕事と子育ての両立支援 

基本方針Ⅲ  子どもの健やかな成長の支援 

基本方針Ⅳ  経済的負担の軽減 

基本方針Ⅴ  子育て支援の気運の醸成 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 安心して子どもを生み育てられる環境をつくる。 
② 仕事と家庭生活との両立が実現できる環境をつくる。 
③ すべての子どもが心身ともに健やかに成長し、次代の社会を担う者として自立できる 

環境をつくる。 
 

 

活
気
の
あ
る
地
域
社
会 

子
ど
も
の
笑
顔
と
元
気
な
声
が
あ
ふ
れ
る 

３つの基本目標 

安心して子どもを

生み育てられる環

境をつくる。 

仕事と家庭生活

との両立が実現で

きる環境をつくる。 

 

すべての子どもが

心身ともに健やか

に成長し、次代の

社会を担う者とし

て自立できる環境

をつくる。 

 

基本方針Ⅲ 

子どもの健やかな成長の支援 

基本方針Ⅱ 

仕事と子育ての両立支援 

基本方針Ⅰ 

家庭・地域における子育て支援 

基
本
方
針Ⅴ

 
 

子
育
て
支
援
の
気
運
の
醸
成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

め ざ す

社  会 

 

基
本
方
針Ⅳ

 

経
済
的
負
担
の
軽
減 

＜イメージ図＞ 
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５ 今後取組むべき重点施策  → 資料２のとおり 
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第４章 子育て支援・少子化対策の具体的な展開 

 

１ 施策体系  → 資料３のとおり   

  

 

２ ライフステージに応じた施策の展開 

３ 目標指標 次回以降検討 
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第５章 幼児期の教育・保育の見込み・確保対策 

１ 教育・保育提供区域の設定 

  隣接市町村間等における広域利用等の実態を踏まえて、区域を設定。 

 

 （考えられる区域例） 

１区域（県全域）、１５区域（市町村単位）、４区域（新川、富山、高岡、砺波）等 

 

 

２ 教育・保育の量の見込み並びにその提供体制の確保の内容及びその時期 

 ・各年度における教育・保育の量の見込み 

 ・教育・保育の提供体制の確保の内容及び実施時期 

・認定こども園の目標設置数及び設置時期          を区域ごとに定める。 

（市町村子ども・子育て支援事業計画における数値の集計を基本とする。） 

  

＜イメージ＞ 

区 域 
H27 

･･･ 

H31 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

①量の見込み（必要利用定員総数） ○人 ○人 ○人 ○人 ○人 ○人 

② 

確

保 

方

策 

認定こども園、幼稚園、保育所

（教育・保育施設） 
○人 ○人 ○人 ○人 ○人 ○人 

地域型保育事業       

②－① ○人 ○人 ○人  ○人 ○人 ○人 

※１号･･･教育のみ 

※２号･･･３～５歳 保育の必要性あり 

※３号･･･０～２歳 保育の必要性あり 

 

 

新川圏域 

富山圏域 

高岡圏域 

砺波圏域 
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第６章 計画の推進 

１ 主体の役割と協働 

主体ごとに期待される役割を、それぞれの状況に応じた具体的な例を示しつつ、わかりやすく

記述。 

  ①県民 

  ②保護者 

  ③事業者 

  ④行政（県、市町村） 

 

２ 国への要請 

 国の責任において取り組むべき事項を記述。 

 

３ 計画の推進体制と進行管理 

  子育て支援・少子化対策県民会議において、施策の点検・評価を行い、県民へ公表することに

ついて記述。また、ＰＤＣＡサイクルによるフォローアップの仕組みも記述。 

 

 

 


